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８ 職員の給与等に関する報告及び勧告

本委員会は、本県職員の給与の実態、給与を決定する諸事情について調査研究を行い、平

成24年10月11日に県議会及び知事に対してその結果を報告し、併せて給与の改定について勧

告を行った。

その概要は、次のとおりである。

（１）報告

ア 職員の給与

本委員会が、本年４月１日現在で実施した「平成24年職員給与実態調査」の概要は、

次のとおりである。

(ア) 職員構成

職員数は、一般職員6,498人、警察官4,019人、県立学校職員5,099人､市町村立学校

職員13,455人、計29,071人となっている。また、その平均年齢は43.6歳、平均経験年

数は21.4年、男女別構成は男61.6％、女38.4％、学歴別構成は大学卒78.3％、短大卒

7.9％、高校卒13.8％、中学卒0.0％となっている。

(イ) 平均給与月額

職員は、従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、教育職、医療職、研究職、

福祉職及び学校栄養職の７種14給料表の適用を受けているが、これら職員全員の本年

４月における平均給与月額は、給料367,736円、扶養手当9,423円、地域手当202円、

その他の手当16,878円、計394,239円となっており、昨年と比べ0.3％の上昇を示して

いる。

このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢43.1歳、

平均経験年数21.7年）の平均給与月額は、給料341,625円、扶養手当10,407円、地域

手当453円、その他の手当17,780円、計370,265円となっており、昨年と比べ0.2％の

下降を示している。

イ 民間給与の調査

本委員会は、職員の給与と民間給与との比較を行うため、本年も、人事院及び新潟

市人事委員会と共同して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内

1,066事業所のうちから、252事業所を層化無作為抽出法によって抽出の上、「平成24年

職種別民間給与実態調査」を実施し、公務と類似すると認められる78種類の職務に従

事する者8,386人について、本年４月分として支払われた給与月額等を調査した。

その主な調査結果の概要は、次のとおりである。
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(ア) 初任給の状況

別表第１に示すとおり、新規学卒者の採用を行った事業所は、大学卒で29.0％（昨

年27.5％）、高校卒で10.7％（同8.6％）と昨年に比べて増加している。そのうち大学

卒で96.0％（同86.6％）、高校卒で100.0％（同82.0％）の事業所で初任給は据置きと

なっており、初任給据置きの事業所の割合が昨年に比べて増加している。

(イ) 給与改定の状況

別表第２に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員(係員)について、ベ

ースアップを実施した事業所の割合は23.2％（昨年29.4％）となっており、昨年に比

べて減少している。一方、ベースダウンを実施した事業所の割合は1.0％（同0.0％）

となっており、昨年に比べて増加している。

また、別表第３に示すとおり、一般の従業員(係員)について、定期に行われる昇給

を実施した事業所の割合は72.9％（昨年76.7％）となっており、昨年に比べて減少し

ている。昇給額については、昨年に比べて増額となっている事業所の割合が14.4％（同

22.6％）と昨年に比べて減少しているのに対し、減額となっている事業所の割合は

8.1％（同8.1％）と昨年と同様となっている。

(ウ) 雇用調整の実施状況

別表第４に示すとおり、民間事業所における雇用調整の実施状況をみると、本年１

月以降に雇用調整を実施した事業所の割合は26.8％（昨年30.5％）となっており、昨

年に比べて減少している。民間事業所における雇用調整の措置内容を多い順にみると、

採用の停止・抑制（13.7％）、残業の規制（7.4％）、一時帰休・休業（4.2％）、とな

っている。

さらに、別表第５に示すとおり、本年４月分の給与について、賃金カット等を実施

した事業所は、一般の従業員(係員)について5.5％（昨年8.2％）、管理職(課長級)に

ついて4.9％（同8.7％）となっており、当該事業所における平均減額率は、一般の従

業員について4.9％（同5.6％）、管理職について4.3％（同5.1％）となっている。

このように、本年の民間給与の調査結果をみると、民間企業においては、昨年同様、

人員の縮小、残業の規制、一時帰休の実施等様々な取組を行いつつ、給与についても、

一部の事業所において、昇給の抑制や賃金カットなどの措置が行われている。

ウ 本県職員と民間従業員との給与比較

(ア) 公民給与の較差

本委員会は、「職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づ

き、職員にあっては行政職給料表適用職員、民間にあってはこれに相当する職種の職
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務に従事する者について、相互の給与を比較したところ、別表第６に示すとおり、職

員の給与が民間従業員の給与を75円（0.02％）下回っている。

なお、職員と民間の比較に当たって使用した給与種目は別表第７のとおりである。

(イ) 特別給

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の特

別給を調査した結果は、別表第８に示すとおりであって、平均給与月額の3.93月分に

相当しており、職員の特別給(期末・勤勉手当)の年間支給割合と概ね均衡している。

エ 物価及び生計費

総務省統計局の本年４月における消費者物価指数は、昨年４月に比べ、新潟市では

0.6％の上昇、全国では0.4％の上昇となっている。

また、本委員会が総務省統計局の家計調査を基礎として算定した２人世帯、３人世

帯及び４人世帯の新潟市における標準生計費は、本年４月においてそれぞれ205,590円､

230,600円及び255,630円となっている。

オ むすび

本県職員の給与及び民間給与の実態とそれぞれの比較、物価及び生計費の状況は、

以上述べたとおりである。

これらを総合的に勘案し、本委員会は、職員の給与の改定等について次のとおり判

断した。

(ア) 民間給与との較差に基づく給与改定

ａ 給料表

給料表については、公民較差の状況等を踏まえ、改定を行わないことが適当と

考える。

ｂ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、民間における特別給の年間支給割合と概ね均

衡していることから、支給月数の改定を行わないことが適当と考える。

(イ) その他の改定

ａ 特殊勤務手当

特殊勤務手当のうち、防疫等作業手当及び銃器犯罪捜査従事手当については、

国における改正状況及び他の都道府県の状況等を考慮し、所要の措置を講ずるこ

とが適当と考える。

ｂ 市町村立学校の事務主幹の給与

学校事務の共同実施が進展する中、全県的視野での総括やグループ長の資質能
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力の向上が課題となっており、これに対応するため、昨年度から総括的な業務を

行う事務主幹が配置され、複数のグループ長の統括や研修計画の企画・運営等の

業務に従事し、地域における事務主幹の代表として一定の役割を果たしている。

総括的な業務を行う事務主幹の給与については、職務の困難度及び責任が他の

事務主幹とは異なることから、新たな職を設置し、職務・職責をより明確にした

上で、職務の級を現行の行政職給料表上に創設する新級により措置することが適

当と考える。

(ウ) 給与制度の改正等

ａ 給与構造改革における経過措置額の廃止等

平成18年度から実施した給与構造改革においては、給料表水準を平均4.8％引き

下げる一方で、個々の職員が受ける新たな給料月額が昇給、昇格及び給料表改定

等により平成18年３月31日に受けていた給料月額に達するまでの間は、その差額

を支給する経過措置がとられている。また、経過措置の実施により生じた公民較

差の解消を図るため、平成18年度から平成21年度までの４年間にわたり職員の昇

給を毎年１号給抑制し、平成22年度には、経過措置額を含んだ給与に基づく公民

較差を給料表の引下げ改定により解消したところである。

国においては、昨年の人事院勧告において、給与構造改革における経過措置額

を段階的に廃止し、また、これに伴って生じる原資については、給与構造改革期

間中に抑制されてきた昇給の回復に充てることとされ、その後、本年２月に成立

した国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律において、経過措置額を

平成26年３月末に廃止するとともに、昇給回復を行うこととされた。

給与構造改革における経過措置額の支給については、本県においても、国に準

じて実施しているが、昨年、人事院の廃止勧告を受け、当委員会は報告において、

国及び他の都道府県等の動向を踏まえ、廃止する方向で検討を行うこととしたと

ころである。その後、上記のとおり国において廃止が決定したこと及び他の都道

府県における廃止決定の動向並びに本県の高齢層における公民の給与差の状況等

も勘案し、経過措置額は廃止することとする。

具体的には、昨年の人事院勧告に準じ、平成25年度については、経過措置額と

して支給されている給料の２分の１を減額して支給し、平成26年４月１日に経過

措置額を廃止することとする。ただし、平成25年度については、激変を緩和する

観点から、減額する額に上限（10,000円）を設けることとする。

経過措置額の解消に伴い生じる原資については、国における取扱い及び経過措

置の実施に係るこれまでの経過を踏まえ、給与構造改革期間中に抑制されてきた

昇給の回復を基本に、一部を給料表の改定による給与水準の調整に充てることと

する。
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具体的には、昇給回復については、平成19年１月１日、平成20年１月１日又は

平成21年１月１日の昇給抑制を受けた職員について、昇給抑制を受けた回数等を

考慮して、平成25年４月１日に、同日において45歳以上の者にあっては最大２号

給、45歳に満たない者にあっては最大１号給、それぞれ上位の号給に調整するこ

ととし、給料表については、医療職給料表（一）及び第２号任期付研究員に適用

される給料表を除き、平成25年４月１日に適用する給料表の備考において給料月

額に乗ずる率を100分の98.91に改定することとする。

平成26年４月１日における昇給回復等の措置については、来年度の経過措置額

の状況等を考慮して改めて判断することとする。

ｂ 昇給・昇格制度の改正

本年の人事院勧告では、50歳台後半層における給与水準の上昇をより抑える方

向で、早急に昇給・昇格制度の改正を行う必要があるとして、改正を勧告・報告

している。

本委員会としては、基本的に給与制度は国に準拠することが適当と考えるが、

一方で、本県においても50歳台後半層における公民の給与差が認められるものの、

国ほど大きくはなく、昇給・昇格制度の見直しについては、今後、勤務実績の給

与への反映や職務・職責に応じた給与支給という制度の趣旨、本年の人事院勧告

の内容、本県の実態及び他の都道府県の動向等を考慮しながら、検討していくこ

ととする。

(エ) 職員の勤務時間等

職員の時間外勤務については、平成19年度に中越沖地震の復旧作業等に伴い増加し

たものの平成20年度には縮減し、平成22年度まで横ばいとなっていたが、平成23年度

は、東日本大震災や長野県北部を震源とする地震、さらには平成23年７月新潟・福島

豪雨等により多くの臨時・緊急業務が生じ、時間外勤務が増加した。

任命権者においては、これまでも事前命令の徹底、勤務実績の把握、時間外勤務を

しない職員が退庁しやすい雰囲気づくり、適正な時間外勤務命令など様々な縮減対策

に取り組んでいるところであるが、長時間の時間外勤務は、職員の健康保持、労働意

欲や活力の維持、有為な人材の確保等に影響を及ぼすことから、今後も取組を継続・

展開することにより、引き続き時間外勤務の縮減に一層努めていく必要がある。

また、災害復旧のため時間外勤務の増加が見られることから、保健指導の確実な実

施等、職員の健康管理に十分配慮する必要がある。

さらに、依然として多くの職員が精神疾患による長期の休暇の取得又は休職をして

いることから、職員の心の健康づくりは引き続き重要な課題となっている。任命権者

においては、従来から、精神科医師によるメンタルヘルス相談、心の健康問題による

長期療養者の職場復帰支援実施要綱の制定など様々な措置を実施しているところであ
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るが、状況の改善に向け、今後も一層の取組に努めていく必要がある。

(オ) 公務運営の改善

ａ 能力・実績に基づく人事管理

勤務実績の給与などへの反映については、昇給制度を中心に各任命権者におい

て進められているところである。今後とも更なる勤務実績の給与などへの反映に

向けて検討を進める必要がある。

また、現在任命権者において取り組まれている人事評価制度についても、引き

続き、公平性、透明性、納得性の高い人事評価が行われるよう努める必要がある。

ｂ 有為な人材の確保・育成

社会経済情勢が大きく変化する中、複雑・高度化する行政課題や多様化する県

民ニーズに迅速かつ的確に対応し、より質の高い行政サービスを効率・効果的に

提供していくためには、有為な人材の確保や育成が極めて重要である。

今後とも引き続き、国や他の都道府県、民間企業等における動向を注視しつつ、

採用制度を含めた有為な人材を確保するための方策について研究・検討を重ねて

いくとともに、行政の高度化・専門化に対応できる人材の育成を積極的に進めて

いく必要がある。

ｃ 公務員倫理の確保

公務員には厳正な服務規律と高い公務員倫理の保持が求められているが、依然

として、一部の職員が飲酒運転その他の公務員としての倫理観を問われるような

不祥事を発生させ、県民の信頼を損なう事態も生じている。

これまでも任命権者において一定の対策がとられているところであるが、今後

とも引き続き、再発防止策の実施や服務規律の遵守の一層の徹底を図ることが求

められる。

職員においても、一人ひとりが高い倫理観と、全体の奉仕者であることの自覚

を持ち、県民の期待と信頼に応えられるよう行動する必要がある。

(カ) 高齢期における職員の雇用問題

本年３月に政府において決定された「国家公務員の雇用と年金の接続に関する基本

方針」では、定年退職する職員がフルタイムでの再任用を希望する場合には任命権者

は再任用を行うものとすることとされ、また、この方針を受け、人事院は、本年の報

告の中で、新たな再任用に関する課題と取組について言及している。

地方公務員についても、国家公務員の方針を踏まえた制度改正が検討されており、

本県においても、本県の実情に適した高齢期雇用制度について、国及び他の都道府県

等の動向、関係法令の改正等に留意しながら、検討を進めていく必要がある。

(キ) 給与勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権を制約されている職員の適正な処遇を確
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保するため、情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準を民間の給与水準に合わせる

ことを基本とし、国及び他の都道府県の職員の給与等を考慮して決定する方式として、

長年の経緯を経て定着してきた。

本年の勧告においては、給料表及び期末・勤勉手当について公民較差に基づく改定

を行わないこととしたが、総括的な業務を行う事務主幹に係る給料表の改定、給与構

造改革における経過措置額の廃止及びこれに伴う昇給の回復等を行うこととした。

民間準拠を基本とした給与決定の仕組みは、職員に対し適正な給与水準を保障し、

公務に必要な人材の確保や円滑な行政運営に寄与するものである。

県議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示され、⑵の勧

告どおり実施されるよう要請する。

（２）勧告

ア 改定の内容

(ア) 一般職の職員の給与に関する条例の改正

現行の給料表（医療職給料表(一)を除く。）備考において給料月額に乗じることと

する率を100分の98.91（他の職員との権衡上必要と認められる限度において人事委員

会が別に定める場合は、その割合）とすること。

(イ) 市町村立学校職員の給与に関する条例の改正

現行の行政職給料表を別記のとおり改定すること。行政職給料表以外の給料表につ

いては、備考において給料月額に乗じることとする率を100分の98.91（他の職員との

権衡上必要と認められる限度において人事委員会が別に定める場合は、その割合）と

すること。（別記省略）

(ウ) 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の改正

現行の給料表（第２号任期付研究員に適用される給料表を除く。）備考において給

料月額に乗じることとする率を100分の98.91とすること。

(エ) 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の改正

現行の給料表備考において給料月額に乗じることとする率を100分の98.91とするこ

と。

(オ) 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成18年新潟県条例

第５号）の改正

一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成18年新潟県条例第

５号）附則第８項の規定による給料の額については、平成25年４月１日以後、当該額

からその２分の１（その額が10,000円を超える場合にあっては、10,000円）を減じた

額とすることとし、平成26年４月１日以後、同項の規定による給料は支給しないこと

とすること。
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イ 改定の実施時期等

(ア) 改定の実施時期

この改定は、平成25年４月１日から実施すること。

(イ) 平成25年４月１日における号給の調整

ａ 平成25年４月１日において45歳以上の職員のうち、平成19年１月１日、平成20

年１月１日及び平成21年１月１日の昇給その他の号給の決定の状況（以下「調整

考慮事項」という｡)を考慮して調整の必要があるものとして人事委員会規則で定

める職員の平成25年４月１日における号給は、ａによる調整がないものとした場

合に同日に受けることとなる号給の２号給（人事委員会規則で定める職員にあっ

ては、１号給）上位の号給とすること。

ｂ 平成25年４月１日において45歳に満たない職員のうち、調整考慮事項を考慮し

て調整の必要があるものとして人事委員会規則で定める職員の同日における号給

は、ｂによる調整がないものとした場合に同日に受けることとなる号給の１号給

上位の号給とすること。

(ウ) その他所要の措置

この改定に伴い、所要の措置を講ずること。


